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問題の所在
第二次世界大戦後のわが国が確立した教員養成制度における開放制の原則は､ 戦前日本の教員養成の
在り方に対する根本的反省に基づくものであった｡
戦前の日本における教員養成の中核をなした師範学校の教育が天皇制絶対主義国家､ ひいては軍国主
義フアシズム国家の形成に重要な一翼を担ってきた(１)としてこれを廃止し､ 教員養成を一般大学にお
いて行うこととしたのである｡ それは､ 教養教育を極度に圧縮し､ 天皇制絶対主義国家が強要する初等
教育の内容にかかわる教授法を徹底的に習得させることを至上とした師範学校の教育こそが ｢良キ臣民
ヲ養成スル(２)｣ うえで最も重要な役割を果してきたとの認識に基づいていたからにほかならない｡
これに明らかなように､ 戦後わが国の教員養成における開放制の原則は､ まさにわが国における学校
教育の民主化政策と表裏一体をなしていたのである｡
戦後日本の教育改革構想に決定的役割を果たした教育刷新委員会において､ 教員養成が ｢出来るだけ
一般的な教養を身につけることのできるような大学(３)｣ で行われるべきことを機会あるごとに力説し
たのは､ 務台理作 (東京文理科大学学長) であった｡ 教員養成における開放制の原則の確立に向けた道
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要 旨： 日本の教員養成における開放制の原則の空洞化をもたらす一連の政策は､ 1950
年代より次第にその姿を現しつつも､ 20世紀末における二度にも及ぶ教育職員免
許法の大改正以降とりわけ顕著となった｡ このことは､ 戦後日本の教育改革が目
指した学校教育の民主化を阻み､ あるいはこれを歪めることを意味する点におい
て極めて憂慮すべき問題と言わねばならない｡ 本稿は､ 教員養成における開放制
の意義をあらためて確認するとともに､ ほかならぬこの課程認定制度がわが国の
教員養成の原則たる開放制の空洞化政策の推進を可能にし､ またそれによって教
育行政権による教員養成への介入に恰好の口実を与えることとなったことを否定
しえぬことを明らかにすることに努めた｡
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筋をつけるうえでこのうえもなく大きな役割を果たした彼の主張は､ 1947年に制定された教育基本法第
11条において明示されているところの教育の自立を確保しようとする思想に連なるものであったと言っ
てよいであろう｡ と言うのも､ 教育の自立を確かなものとするうえで､ 豊かな一般教養と高度の専門的
教養を土台にして創造的な教育を展開することのできる教員の養成を欠くことができないからである｡
そのような意味において､ はやくも1950年代より次第にその姿を現しつつも(４)､ 20世紀末における
二度にも及ぶ教育職員免許法 (以下､ これを免許法と言う｡) の大改正以降とりわけ顕著となったこの
原則の空洞化をもたらす一連の政策(５)は､ 戦後日本の教育改革が目指した学校教育の民主化を阻み､
あるいはこれを歪めることを意味する点において極めて憂慮すべき問題と言わねばならない｡ われわれ
がいまここで教員養成における開放制の意義をあらためて強調しなければならないのは､ そのような重
大な問題を含んでいるからにほかならない｡
指摘されているように､ 教員養成における開放制の原則の空洞化が免許法の相次ぐ改正の中で進めら
れてきたことは紛れもない事実である(６)｡ しかしわれわれがそこでなお注意すべきは､ いわゆる課程
認定制度が ｢教員養成の開放制の原則､ 免許法の専門性の原理から直接導かれた性格のものとはいえな
い(７)｣ にしても､ その課程認定制度が開放制の原則と密接不離の関係をなしている限り､ まさにその
課程認定制度がわが国の教員養成の原則たる開放制の空洞化政策の推進を可能にし､ またそれによって
｢教育行政権による教員養成への介入に恰好の口実を与えることとなった(８)｣ ことを否定しえぬことを
正確に認識しておくことであろう｡
課程認定制度の問題点
周知のように､ 教員養成における課程認定制度が発足したのは1953年のことである｡ その発足によっ
て､ 一般大学においてとりわけ ｢教科に関する専門科目｣ の内容や履修方法をめぐって少なからぬ混乱
が見られた(９)戦後日本の教員養成制度は､ 一定の整備が図られた点において画期をなすものであった｡
すなわち､ ｢文部大臣が教育職員養成審議会に諮問して､ 免許状授与の所要資格を得させるための課
程として適当と認められる課程｣ を設置した大学・学部においてのみ､ ｢教職に関する専門科目｣ と
｢教科に関する専門科目｣ の単位を学生が修得することを認めるとする課程認定制度が発足したのであ
る｡ こうしてわが国は､ 国・公・私立のいずれを問わず､ 教職課程として認定された大学であればすべ
てその大学において教員養成を行うことが可能となったのである｡
戦後日本の教員養成が､ 以後このような課程認定制度の下で進められ､ 認定大学に対して ｢教育課程､
教員組織等について､ その維持向上に努めること｣ (認定通知書) を促してこんにちに至っているので
ある｡
戦後日本の教員養成が､ 開放制原則の下で､ 高等教育機関としての各大学における自主的努力に委ね
られることとなったことは､ 戦前のそれとは本質的に異なるものである｡ しかしわれわれは､ この課程
認定制度に見られるそうした極めて重要な意義を認めつつも､ なお少なくとも次の二点において今日の
空洞化政策の拡大に道を開く重大な問題を孕んでいたことを指摘せざるを得ない｡
その第一は､ いわゆる教職教養に関するカリキュラム編成の在り方にかかわる問題である｡ そして第
二は､ 先に見た認定通知書にも記されているように､ 課程認定後の水準の維持・向上についてはこれを
大学の自主的努力を求めながら､ 実際にはそれをきわめて困難というよりもむしろ阻んでさえいる問題
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である｡
教職教養の問題
まず､ 第一の問題すなわち教職教養にかかわるカリキュラム編成の在り方についてみてみよう｡ 課程
認定制度発足当時の ｢教職に関する専門科目｣ 及びその単位数は【表１】に示されている通りである｡
これを現行の教育職員免許法施行規則 (以下､ これを免許法施行規則と言う｡) が規定する ｢教職に
関する科目｣ (【表５】参照) と比較してみれば､ それは極めてシンプルというよりもむしろ教職教養
についてはその基本的要素をなす科目に極力限定されていることが特徴的である｡
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【表１】教職に関する専門科目最低修得単位数 (1954年)
免許状の種類 教育原理
教育心理学 教育心理学
教材研究 教科教育法 教育実習
児童心理学 青年心理学
小
１級 ４ ４ 16 ４
２級 ２ ２ 12 ４
中
１級 ３(２) ３(２) ３(２) ２(１)
２級 ２(２) ２(２) ２(１) ２
高
１級 ３(２) ３(２) ３(２) ２(１)
２級 ３(２) ３(２) ３(２) ２(１)
(海後宗臣編 『教員養成』 東京大学出版会､ 1971年､ より転載｡)
【表２】教職に関する専門科目最低修得単位数 (1959年)
幼稚園教諭 高等学校教諭 中学校教諭 小学校教諭
免許状の種類
教職に関する専門科目
二
級
普
通
免
許
状
一
級
普
通
免
許
状
二
級
普
通
免
許
状
一
級
普
通
免
許
状
二
級
普
通
免
許
状
一
級
普
通
免
許
状
二
級
普
通
免
許
状
一
級
普
通
免
許
状
二 四
(二)
三
(二)
三
(二)
二
(二)
三
二 四 教育原理
最
低
修
得
単
位
数
二 四 二 四
｢教育心理学､
児童心理学｣
(二)
三
(二)
三
(二)
三
(二)
三
｢教育心理学､
青年心理学｣
一
二
一
六
教材研究
(二)
三
(二)
三
(二)
二
(二)
三
教科教育法
八
一
二
保育内容の研究
一 二 一 二 道徳教育の研究
四 四
(一)
二
(一)
二
二
(一)
二
四 四 教育実習
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【表３】教職に関する専門教育科目最低修得単位数 (1989年)
幼稚園教諭
高等学校
教諭
中学校教諭 小学校教諭
免許状の種類
教職に関する
専門教育科目
第
一
欄
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
六 一二
一
二 八(
五)
八(
五)
六(
五)
八(
五)
八(
五)
六
一
二
一
二
教育の本質及び目標に関する科
目
第
二
欄
幼児､ 児童又は生徒の心身の発
達及び学習の過程に関する科目
教育に係る社会的､ 制度的又は
経営的な事項に関する科目
教育の方法及び技術 (情報機器
及び教材の活用を含む｡) に関
する科目
四(
三)
四(
三)
四(
二)
六(
三)
六(
三)
一
四
二
二
二
二
教科教育法に関する科目
第
三
欄
道徳教育に関する科目
特別活動に関する科目
一
二
一
八
一
八
教育課程一般に関する科目
第
四
欄
保育内容に関する科目
指導法に関する科目
二 二 二 二 二 二 二 二
生徒指導及び教育相談に関する
科目
第
五
欄
生徒指導､ 教育相談及び進路指
導に関する科目
五 五 五 三(
一)
三(
一)
三 三(
一)
三(
一)
五 五 五 教育実習
第
六
欄
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【表４】教職に関する科目最低修得単位数 (1998年)
幼稚園教諭
高等学
校教諭
中学校教諭 小学校教諭 右項
の
各
科
目
に
含
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項
教
職
に
関
す
る
科
目
第
一
欄
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二 二 二 二 二 二 二 二 二 二 二
教職の意義及び教員の役割 教
職
の
意
義
等
に
関
す
る
科
目
第
二
欄
最
低
修
得
単
位
数
教員の職務内容 (研修､ 服務及び身分
保障等を含む｡)
進路選択に資する各種の機会の提供等
四 六 六 六(
四)
六(
四)
四(
三)
六(
五)
六(
五)
四 六 六
教育の理念並びに教育に関する歴史及
び思想 教
育
の
基
礎
理
論
に
関
す
る
科
目
第
三
欄
幼児､ 児童及び生徒の心身の発達及び
学習の過程 (障害のある幼児､ 児童及
び生徒の心身の発達及び学習の過程を
含む｡)
教育に関する社会的､ 制度的又は経営
的事項
六(
四)
六(
四)
四(
三)
一
二(
六)
一
二(
六)
一
四
二
二
二
二
教育課程の意義及び編成の方法
教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目
第
四
欄
各教科の指導法
道徳の指導法
特別活動の指導法
教育の方法及び技術 (情報機器及び教
材の活用を含む｡)
一
二
一
八
一
八
教育課程の意義及び編成の方法
保育内容の指導法
教育の方法及び技術 (情報機器及び教
材の活用を含む｡)
四(
二)
四(
二)
四(
二)
四(
二)
四(
二)
四 四 四
生徒指導の理論及び方法 生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び
進
路
指
導
等
に
関
す
る
科
目
教育相談 (カウンセリングに関する基
礎的な知識を含む｡) の理論及び方法
進路指導の理論及び方法
二 二 二
幼児理解の理論及び方法
教育相談 (カウンセリングに関する基
礎的な知識を含む｡) の理論及び方法
二 二 二 二 二 二 二 二 二 二 二
総
合
演
習
第
五
欄
五 五 五 三(
二)
三(
二)
五(
三)
五(
三)
五(
三)
五 五 五
教
育
実
習
第
六
欄
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【表５】教職に関する科目最低修得単位数 (2008年)
高等学
校教諭
中学校教諭 小学校教諭 幼稚園教諭 右項
の
各
科
目
に
含
め
る
こ
と
が
必
要
な
事
項
教
職
に
関
す
る
科
目
第
一
欄
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二
種
免
許
状
一
種
免
許
状
専
修
免
許
状
二 二 二 二 二 二 二 二 二 二 二
教職の意義及び教員の役割 教
職
の
意
義
等
に
関
す
る
科
目
第
二
欄
最
低
修
得
単
位
数
教員の職務内容 (研修､ 服務及び身分
保障等を含む｡)
進路選択に資する各種の機会の提供等
六(
四)
六(
四)
四(
三)
六(
五)
六(
五)
四 六 六 四 六 六
教育の理念並びに教育に関する歴史及
び思想 教
育
の
基
礎
理
論
に
関
す
る
科
目
第
三
欄
幼児､ 児童及び生徒の心身の発達及び
学習の過程 (障害のある幼児､ 児童及
び生徒の心身の発達及び学習の過程を
含む｡)
教育に関する社会的､ 制度的又は経営
的事項
六(
四)
六(
四)
四(
三)
一
二(
六)
一
二(
六)
一
四
二
二
二
二
教育課程の意義及び編成の方法
教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目
第
四
欄
各教科の指導法
道徳の指導法
特別活動の指導法
教育の方法及び技術 (情報機器及び教
材の活用を含む｡)
一
二
一
八
一
八
教育課程の意義及び編成の方法
保育内容の指導法
教育の方法及び技術 (情報機器及び教
材の活用を含む｡)
四(
二)
四(
二)
四(
二)
四(
二)
四(
二)
四 四 四
生徒指導の理論及び方法 生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び
進
路
指
導
等
に
関
す
る
科
目
教育相談 (カウンセリングに関する基
礎的な知識を含む｡) の理論及び方法
進路指導の理論及び方法
二 二 二
幼児理解の理論及び方法
教育相談 (カウンセリングに関する基
礎的な知識を含む｡) の理論及び方法
三(
二)
三(
二)
五(
三)
五(
三)
五(
三)
五 五 五 五 五 五
教
育
実
習
第
五
欄
二 二 二 二 二 二 二 二 二 二 二
教
職
実
践
演
習 第六
欄
われわれはこの点に､ 戦前の師範学校の教育とは異質の教員養成にかかわるきわめて重要な認識を看
取することができると言ってよいであろう｡
すなわちそこには､ 目指すべき教員養成が大学教育をその大きな土台とするとの認識が明確に示され
ているからである｡ しかし､ そこでなお見逃し得ぬ重要な問題は､ いわゆる教職教養に関するカリキュ
ラムが大学教育の枠内にありながら､ 実際には ｢教職に関する専門科目｣ の構成がその科目名称を含め
て免許法施行規則によってほとんど動かしがたいものとされていることである｡
1988年及び1998年に相次いで改正された免許法は､ まさにその問題点をいっそう浮き彫りにしている
と言ってよいであろう｡ すなわち､ 教職に関する科目の名称については確かに各大学に委ねられてはい
るものの､ 各大学の教員養成の理念や思想に即してこれを自由に開設することが不可能とされているか
らである｡
これを具体的に言うならば､ 施行規則は､ 前掲【表３・４・５】に見られるように教職に関する科目
を第二欄から第六欄にわたって個別的に提示しているのであるが､ これを一瞥して､ 内容的にきわめて
関係の深い科目が､ 各欄にまたがって設定されていることが明らかである｡ たとえば､ 【表４】におけ
る第二欄の ｢教職の意義等に関する科目｣ が第三欄の ｢教育の基礎理論に関する科目｣ と内容的にきわ
めて密接にかかわっていることが明瞭である｡ そのことはまた､ 第四欄の ｢教育課程及び指導法に関す
る科目｣ と ｢生徒指導､ 教育相談及び進路指導等に関する科目｣ の関係についても同様である｡ しかし､
施行規則には特に明示されてはいないものの､ このふたつの科目を統合してひとつの授業科目として開
設することは許されていないことに注意すべきである｡
そのことは､ 同じ大学教育でありながらいわゆる教職教養については学校教育法 (第109条) が定め
る外部評価 (認証評価) の際にきわめて重視されている各大学における建学の精神や教員養成の理念に
基づく教育､ さらに言うならば教育の自由を本質的に認めようとしないこと､ すなわち教職課程の教育
を大学教育の枠外に置こうとしていることを意味すると言わざるを得ない｡
20世紀末の相次ぐ免許法の大改正についてわれわれはともすると教職に関する科目の細分化及び単位
数増の問題に目が奪われ､ これが意味する一般大学における負担増､ したがって教員養成における開放
制を危うくすることを指摘するに急であったことを否定しえない｡ しかし､ それもさることながら､ 開
放制の原則にかかわってさらにいっそう重要な問題は､ 上に指摘したように文部当局が課程認定を行う
にあたって各大学にカリユラムの自主的編成の余地を認めようとせず､ さらにまたそうしたカリキュラ
ム上の拘束が､ 以後強化の一途をたどっている(10)ということである｡
これを端的に示しているもののひとつは､ 教職に関する科目としての ｢道徳の指導法｣ であろう｡ そ
の原型が､ ｢道徳教育の研究｣ (２単位) であり､ それが義務教育諸学校における ｢道徳｣ の時間の特設
(1958年) に伴い登場したことはよく知られているところである (前掲【表２】参照)｡ ｢道徳｣ の特設
が公教育におけるいわゆるライシテ (lacite) の原則に照らして厳密に考えられるべき重要な問題であ
る(11)が､ 今ここでの問題は､ その ｢道徳教育の研究｣ が､ 1989年における免許法施行規則の改正によっ
て ｢道徳教育に関する科目｣ へと､ そしてさらに1998年の免許法施行規則改正によって ｢道徳の指導法｣
へと名称が変更されたことである｡
われわれは､ その変更が単なる表記上の問題として済ますことのできない重大な問題を含んでいるこ
とに注意すべきである｡ 少なくとも ｢道徳教育の研究｣ なる名称からわれわれが想起し得るのは､ その
教員養成における開放制の原則をめぐる問題
― 9 ―
開設目的は道徳教育の在り方にかかわる研究を行うことにあるということであろう｡ これに対して ｢道
徳の指導法｣ との名称は､ そうした研究のニュアンスが全く後退しており､ もっぱら道徳教育の実際に
かかわる技術的な問題を専らとする内容の講義を要求していると受け止めざるを得ない｡
教職課程の道徳教育にかかわる科目の講義に求められるべきは､ 少なくともその教授者が道徳教育の
可能性や公教育機関としての学校における道徳教育の在り方など､ 道徳教育の根源的問題にまで遡って
学生とともに限りなく探究し､ 彼らにおける思索を深めることの助成を不可欠とするのであって､ それ
は大学における研究と教育の本来的在り方の探究に連なるものと言ってよいであろう｡ しかし ｢道徳の
指導法｣ という科目名称への変更はそうした本来の在り方を期待しないというよりもむしろ､ これを排
除することを示唆するものである｡ 換言すれば､ 小・中学校のそれぞれに厳然と存在している特設 ｢道
徳｣ の時間が憲法との関係において重大な問題を孕んでいることや学校教育におけるカリキュラム上の
位置の問題などについてはこれを等閑に付したまま､ 特設 ｢道徳｣ の授業の実際にかかわる知識や技術
を教職課程の履修者に習得させ､ その修練を積ませることを大学に強制するということである｡
こうしてみるならば､ われわれは､ 課程認定制度そのものがすでにその発足の時点においてこんにち
直面している教員養成における開放制崩壊の危機を生み出す要因を内包しており､ その危機をますます
拡大させる結果をもたらしていることに気づかざるを得ない｡ すなわち､ 教職教養にかかわる教育が高
等教育機関としての大学のなかで行われながらそのカリキュラムの自主的編成の余地をほとんど認める
ことのない課程認定制度の持つ重大な限界こそが､ 開放制の原則の空洞化を招く極めて有力な要因をな
しているということである｡ このことをリアルに認識するならば､ 戦後の教員養成制度は確かに開放制
の原則に立脚しているのではあるにしても､ 依然として師範学校の教育に象徴される戦前の教員養成の
思想を完全に払拭し得ていなかったと言わざるを得ない｡
水準の維持・向上の問題
次に､ 第二の問題､ すなわち文部当局が認定した大学に対してなお ｢教育課程､ 教員組織等について､
その維持向上に努めること｣ を要求している問題を見てみよう｡
文部当局による上のような要求は､ たとえばいわゆる教職教養に関する科目のなかでも特に必修のそ
れについて大規模教室での講義を余儀なくされ､ さらにはまた教育実習校の確保に奔走せざるを得ない
多くの大学の現実(12)に鑑みるとき､ 改めて要求されるまでもないほどに至当である｡
そのような意味からすれば､ 教育課程の充実といい､ 教員組織の維持向上といい､ それらはいずれも
教職課程における教育水準を向上させるうえで欠くことができないものである｡ しかしわれわれは､ 大
学に送付されるいわゆる認定通知書に記されているその要求が実は根源的矛盾を孕んだものであること
を指摘せざるを得ない｡
と言うのも､ すでに第一の問題点を論じるなかで明らかにしてきたように､ 各大学においていわゆる
教職カリキュラムの自主編成がほとんど認められないなかで､ その教育課程を真の意味で充実させるこ
とが果たして可能であるかという本質的問題がそこに潜んでいるからである｡
1991年における大学設置基準の改正は､ ｢個性的大学の創造｣､ ｢大学の自主的努力｣ 等のキャッチフ
レーズを掲げて行われたのであった｡ その改正による大学教育の大綱化がもたらした大学間格差の拡大
と高等教育の水準の質的低下の問題は別に譲るとして(13)､ こと教職課程の認定行政に限って言えば､
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それは同じ大学教育でありながら大綱化あるいは弾力化の対象外とされているというよりもむしろ､ 却っ
て管理・統制が強化されていることを指摘せざるを得ないのである｡
こうした現実のなかで､ 2001年度にその実施が決定された教職課程認定大学に対する実地視察は､ 果
たしていかなる意味を持ち得るのであろうか｡ ｢教職課程認定大学実地視察規程｣ は､ その趣旨を次の
ように記している｡
｢教員の免許状授与の所要資格を得させるための大学の課程 (以下 ｢教職課程｣ という｡) の水
準の維持・向上を図るため､ 必要に応じ､ 教員免許課程を有する大学に対して､ 実地視察を行う｡｣
さらにまた､ 実地視察の方法について次のように規定している｡
｢実地視察は､ 教職課程認定基準 (以下 ｢認定基準｣ という｡) 及び教職課程認定審査の確認事
項 (以下 ｢確認事項｣ という｡) に基づき､ 主として次の点に留意しながら､ 当該大学が必要な法
令等の基準を満たし､ 適切な教職課程の水準にあるかどうかを確認する｡
① 教員養成に対する理念､ 設置の趣旨
② 教育課程及びその履修方法
③ 教員組織
④ 施設設備 (図書等を含む｡)
⑤ 教育実習の実施計画
⑥ 学則
⑦ 学生の教員への就職状況
2001年度より各大学について順次行われて今日にまでいたっている実地視察の実際について逐一これ
を把握することはもちろんできない｡ しかし幸いにもわれわれは､ 全国私立大学教職課程研究連絡協議
会刊行の 『教職課程担当者のための手引き』 (第４分冊 ｢教職課程認定大学実地視察報告書から見た科
目開設上の注意点｣ 2008年) を通じて､ その概略と特質を窺い知ることができる｡ というのも､ それは
国・公・私立を問わず2001年度以降視察を受けた各大学に対する視察委員による指摘の内容が詳細な形
で整理されたものであるからである｡
これを一読してそこから浮き彫りとなる重要な特質は､ まず何よりも教職に関する科目の講義内容が
学習指導要領及びその解説編との対応関係に配慮されるべきことがとりわけ強調される(14)とともに､
それに基づく実践力の涵養(15)の必要性が力説されていることである(16)｡
学習指導要領に関する深い理解や実践的指導力涵養の重要性についてわれわれもまたこれを決して否
定するものではない｡ しかし視察委員が言うところの実践力の涵養がただちに水準の向上をもたらすと
言えば､ それは教職教育の本質を取り違えたものと言わねばならない｡ というのも､ 教職課程の水準を
向上させるうえでまず何よりも求められるのは､ その教育が学生に教育的問題関心を触発し､ 主体的に
これを深めていくことのできる力を培うことでなければならいからである｡
学習指導要領に即した実践力の養成を要求するというのであれば､ まさにそれこそが戦後の教員養成
改革構想のなかで極めて厳しい批判の対象とされた師範学校の教育と同質のものが求められているに等
しいであろう｡ ｢師範教育で一番いけないと思いますことは､ この学校の先生になるにはこの程度の教
育をすればいいのだ､ ここ迄教育すればいいのだという風に､ 一つの型に嵌った教育をして居るという
ことであります｡(17)｣ との共通認識のもとに､ 師範学校が廃止されたことが忘れ去られてはならない｡
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｢すぐ実際の現場に立って働くような技術を持った人間をすぐ作るというような(18)｣ 師範学校の教育が
もたらした過ちを深刻に反省したがゆえに師範学校が廃止されたことは､ 繰り返し述べたとおりである｡
まとめにかえて
実地視察において示される視察委員の意見が､ 以上みてきたところの特質を有するとすれば､ 視察に
際して各大学の教員養成に対する理念､ 設置の趣旨を問うことはほとんど無意味に等しいものと言わね
ばならないであろう｡
各大学に要求する教職課程の水準の維持・向上に向けた努力の意味するところが､ 法的拘束力を有す
ると強弁する学習指導要領や検定教科書に即した教授技術のそれに向けられたものであるとすれば､ そ
の努力は豊かな一般教養と高度の専門教育を土台にして創造的教育を志向する教員の養成を目指す開放
制教員養成の理念とは全く相容れぬものと言うべきであろう｡
そのことはまた､ 大学設置基準の精神にも反していることに気づかざるを得ない｡ というのも､ 大学
設置基準第２条において ｢大学は学部､ 学科又は課程ごとに人材の養成に関する目的その他の教育研究
上の目的を学則等に定める｡｣ ことが規定されているにもかかわらず､ その同じ大学における教職課程
の実地視察において各大学の建学の精神や教育理念を尊重することなく学習指導要領及びその解説書を
テキストとして用いることに固執しつづける視察委員の意見に象徴されるように､ 大学で行われている
教職課程の教育にはその自主性が認められないというのであれば､ それは大学設置基準の精神に反する
ものということにならざるをえないからである｡
｢教師の最高の力量は､ ただ自由な雰囲気においてのみ十分に現わされる(19)｣ とは､ 戦後教育改革
の在り方を模索していた日本に対する第一次アメリカ教育使節団の指摘であった｡ 戦後日本の教員養成
は､ まさにかかる指摘を踏まえた形で開放制の原則の下で発足したのである｡ そうだとすれば､ 20世紀
末以来の相次ぐ免許法の改正による免許基準の大幅引き上げ・強化策はもちろん､ すでに見たその後の
実地視察の内容に象徴される教職課程における教育に対する管理主義の強化がこの原則に悖ることは明
白である｡
わが国においてとどまることを知らぬ教育困難な現実は､ 教育の崩壊にまで至るほどに深刻な事態に
陥っていることは周知の通りである｡ この事態に直面して､ そうした教育困難を生み出す一つの要因を
開放制の下で養成された教師の ｢資質(20)｣ 低下に求め､ その克服を課程認定基準の強化すなわち教育
行政権のいっそうの介入によって果たそうとすることは､ 教育の本質を見失った本末転倒の政策と言わ
ねばならない｡
【注】
(１) 拙著 『教育学への道』 文化書房博文社､ 2008年､ 第四章を参照のこと｡
(２) 森有禮 ｢福井中学校において郡長及び常置委員に対する演説｣ 明治20年11月６日 (『森有禮全集』
第一巻､ 宣文堂書店､ 1972年､ 569ページ｡)
(３) 1946年 ｢教育刷新委員会第七回総会議事速記録｣ (日本近代教育史料研究会編 『教育刷新委員会・
教育刷新審議会会議録』 第一巻､ 岩波書店､ 1995年､ 146ページ｡)
(４) 1951年の政令改正諮問委員会の答申は､ これをきわめて象徴するものと言ってよいであろう｡ す
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なわちそこでは､ 大学における教員養成は旧師範学校化することのないようにとしつつも､ 教員養
成を主とする ｢教育専修大学｣ において行われるべきこととされている｡
(５) 大学院修学休業制度の創設 (2000年)､ 教職大学院の創設 (2008年開設)､ ｢教職実践演習｣ (教職
に関する科目) の新設 (2009年)､ 教員免許更新制の施行 (2009年) 等々｡
(６) 前掲拙著 『教育学への道』 第四章を参照のこと｡
(７) 海後宗臣編 『教員養成』 東京大学出版会､ 1971年､ 129ページ｡
(８) 寺崎昌男ほか 『教員養成の歴史と構造』 明治図書､ 1974年､ 273ページ｡
(９) 寺崎昌男ほか前掲 『教員養成の歴史と構造』 273ページ｡
(10) たとえば､ 課程認定審査内規において2007年度以降､ シラバス提出の必要性が明記されるに至っ
たことは､ 講義内容への介入の危惧を抱かせることを否定し得ない｡ さらにまた､ ｢教職実践演習｣
の創設に際して､ その科目名称ならびに履修年度を特定したことなども､ 大学設置基準の大綱化の
精神とは著しく反するものといわねばならない｡
(11) コンドルセ (渡辺誠訳) 『革命議会における教育計画』 岩波書店､ 1972年｡
(12) 拙稿 ｢大学における開放制教員養成のもとでの教育実習｣ (『大学における教育職員の養成』 立正
大学心理学研究所紀要別冊 創刊号 2006年)
(13) 大学設置基準の大綱化がこんにちの大学にもたらしている弊害についてこれを逐一あげようとす
れば､ 枚挙に暇がない｡ しかし､ 少なくとも次の２点については､ 大学教育の本質にかかわる根本
問題として指摘しておかねばならないであろう｡
すなわちその第一は､ 自己点検評価という美名のもとで､ 大学があたかも脅迫観念に取りつかれ
たかのごとくその実質的意味とは無関係にただ只管改革を叫び続けることを余議なくされ､ 結局は
教員が長期的展望に立った地道で確実な研究を進めることをきわめて困難にする状況をもたらして
いることが少なくないことである｡
そして第二は､ 上に述べた点検評価にかかわる重要な作業とされている ｢授業評価｣ と称する学
生へのアンケートにおいて､ たとえば各教員の授業の進行がシラバスの計画通りであるかを問うと
いう項目が盛り込まれていることに見られるように､ 大学教育はもちろん教育の本質そのものをと
もすれば見失った論議が横行していることである｡
しかしこの点について冷静に考えてみるならば､ そうした硬直的視点は､ 学生の疑問に答えると
ともに教員自身において前時の授業の反省に基づく補足や再説明を行う余地を認めることを著しく
困難にするものであり､ 極論すれば大学教育を崩壊する恐れなしとせぬことが理解されねばならな
い｡ さらにいっそう根本的にいうならば､ そもそも人間を評価するうえで根本的に要求されること
が何であるかを学生自身が省察することができる力量､ すなわちまず何よりも自己自身を冷静に省
みることのできる力を培うことこそが肝要であり､ 単なる形式的視点による授業によってはその目
的の達成に資することは著しく困難であろう｡
なお､ いわゆる授業改善あるいは授業評価と称されるアンケートにかかわる上述の点について誤
解を避けるためにあえて付言すれば､ われわれは授業に関するアンケートの意味そのものを否定し
ようとしているわけでは決してないことを言明しておかねばならない｡ そのことは､ 教育が被教育
者の理解や反応を勘案することなくして進めることができないという根源的事実からすれば自明の
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ことであろう｡
硬直した視点からするアンケート項目の設定が､ 教育の本質とは無縁のものと言えばそれまでで
あるが､ それは翻って教育学研究にあたるわれわれ自身の責任に帰せられる問題として真摯に受け
止めるべきであることが冷静に認識されねばならぬことは言うまでもない｡
(14) 実地視察後に行われる講評のなかで､ 教職に関する科目のシラバスにおいて学習指導要領の使用
を明記する必要性が視察委員より繰り返し要求された､ というよりもそれを超えていわば強要の感
さえある形でなされている事実は､ これを如実に物語るものといわねばならない｡
(15) 教師における実践力の涵養は､ 1997 (平成９) 年の教養審第一次答申以来つとにその重要性が力
説されている (たとえば2006年における中教審の答申 ｢今後の教員養成・免許制度の在り方につい
て｣ では､ ｢教員として最小限必要な資質能力｣ とは次のとおりとしている｡ すなわち､ ｢教職課程
の個々の科目の履修により修得した専門的な知識・技能を基に､ 教員としての使命感や責任感､ 教
育的愛情を持って､ 学級や教科を担任しつつ､ 教科指導､ 生徒指導の職務を著しい支障が生じるこ
となく実践できる資質能力｣ であると)｡ しかし､ そうした実践的指導力涵養の在り方が､ 教免法
改正の度ごとにその傾向を強めつつある単なる教授法や技術の習得にとどまるならば､ それは子ど
もとの機械的対応に終始することに堕さざるを得ず､ 教育活動の創造的展開から限りなく遠ざかっ
て行くことに注意すべきであろう｡
(16) 2009年度に実施された立正大学についても､ その内容は当然のことながら､ 『教職課程担当者の
ための手引き』 (第４分冊 ｢教職課程認定大学実地視察報告書から見た科目開設上の注意点｣ 2008
年) に記されたものとほぼ同一である｡
(17) 1946年 ｢教育刷新委員会第七回総会議事速記録｣ 第一巻､ 140ページ｡
(18) 1946年 ｢教育刷新委員会第七回総会議事速記録｣ 第一巻､ 146ページ｡
(19) Report of the United States Education Mission to Japan, 1946.
(20) 教師の ｢資質｣ 向上の問題については､ 前掲の拙著の第四章 (126－127) ページを参照のこと｡
本研究は､ ｢大学教育と教員養成｣ のテーマで2006年度から2008年度にかけて行われた心理学研究所
共同研究の一部である｡
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